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番号 制度名

防衛01 特定の事業用資産の買換え等の場合の譲渡所得の課税の特例

 防衛省

-361-



（参考） （参考） （参考） 目標① 目標②

将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 将来予測 実績 実績÷将来予測 実績 累計 単年度

H23 15 6 40.0% 122 ▲561.0 ▲235.0 41.9% 96.2% 不明 不明 － ▲464.6 － ー － － ー － 不明 不明 不明 不明 －
H24 10 6 60.0% 87 ▲331.0 ▲136.0 41.1% 99.1% 不明 不明 － ▲369.1 － ー － ー ー － 不明 不明 不明 不明 －
H25 17 13 76.5% 95 ▲430.0 ▲317.0 73.7% 96.1% 不明 不明 － ▲226.3 － ー － ー ー － 不明 不明 75 不明 －
H26 6 5 83.3% 9 ▲150.0 ▲64.0 42.7% － 不明 不明 － ▲100.7 － ー － ー ー － 不明 不明 69 不明 －
H27 6 7 116.7% 5 ▲150.0 ▲162.0 108.0% － 不明 不明 － ▲108.1 － ー － ー ー － 不明 不明 68 不明 －

H28 3 1 33.3% 3 ▲190.0 ▲3.0 1.6% － 不明 ▲1.4 － ▲116.3 ー ー ー ー ー － 不明 不明 69 不明 －

H29 8 2 25.0% 3 ▲162.0 ▲122.0 75.3% － 不明 ▲66.0 － ▲44.2 ー ー ー ー ー － 不明 不明 67 不明 －
H30 8 6 75.0% － ▲160.0 ▲70.0 43.8% － 不明 ▲38.0 － － ー ー ー ー ー － 不明 不明 50 不明 －
R1 1 － － － ▲12.0 － － － ▲7.0 － － － ー ー 15戸・45.5ha － － － ー ー － － －
R2 3 － － － ▲20.0 － － － ▲11.0 － － － ー 10戸・31.2ha 10戸・31.2ha － － － ー ー － － －
R3 3 － － － ▲34.0 － － － ▲18.0 － － － ー 23戸・48.4ha 13戸・17.2ha － － － ー ー － － －
R4 9 － － － ▲215.0 － － － ▲117.0 － － － 31戸・61ha 31戸・61.3ha 8戸・12.9ha － － － ー ー － － －

R5～／
未定 － － － － － － － － － － － － － ー － － － － － － － － －

「航空機騒音障害区域における移転の補償等が未実施の約12,000戸
について、移転希望者に対し移転の補償等を促進する」（平成28年度
評価時）

将来予測

適用実態調査
における適用件
数（法人税
（航空機騒音
障害区域に係
る措置全
体）・件）

適用実態調査にお
ける租税特別措置
ごとの影響額（地
方法人二税・地方
法人特別税（航
空機騒音障害区
域に係る措置全
体）・百万円）

租特の直
接的効果

実績目標値
(戸・ha)

目標
達成度

適用件数
（法人税・件）

減収額
（法人税・百万円）

「航空機騒音障害区域における移転の補償等が未実施の約11,500戸、
5,700haのうち、令和元年度末に移転の希望があると見込まれる事業用資
産288戸、67haに対し令和4年度までの3年間に移転の補償等を31戸、
61ha実施する」（令和元年度評価時）

【総括表】

適用実態調査
における適用額
の上位10社割
合（法人税
（航空機騒音
障害区域に係
る措置全
体）・％） 目標値

（戸） 将来予測 実績 目標
達成度租特の直

接的効果

減収額
（地方法人二税・地方法人特別税・

百万円）

租税特別措置等の適用実態 租税特別措置等によって達成しようとする目標とその実現状況（効果）

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 S49 区分 延長

＜令和2年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R1防衛01） （評価実施府省：防衛省）

 　特定の事業用資産の買換え等の場合の譲渡所得の課税の特例
 　（特定の資産の買換えの場合等の課税の特例（航空機騒音障害区域の内から外への買換え））

措置の内容

平成29年度時点  　航空機騒音障害区域内にある事業用の土地等、建物等（譲渡資産）の譲渡をし、航空機騒音障害区域外の地域内の土地等、建物等及び機械装置等（買換資産）の取得等をした場合には、その買換資産につき、譲渡益の
額の80％の範囲内で圧縮記帳による課税の繰延べができる。また、特別勘定を設定した場合及び本制度の対象となる譲渡資産を交換した場合についても課税の繰延べができる。

平成30年度税制改正以後

令和元年度税制改正以後  　従前どおり

 　従前どおり

【基本情報】
 制度名

（措置名）

　措法第65条の7、第65条の8、第65条の9、第68条の78、第68条の79、第68条の80

過去の政策評価の実績

 　航空機騒音障害区域からの移転を希望する建物等の所有者に対して移転補償や土地の買入れを行うことにより、関係住民の生活の安定及び福祉の向上に寄与すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

 　措置の適用期限を令和5年3月31日まで3年間延長する。

　H22防衛01、H25防衛01、H28防衛02
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